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特 集 TICAD7に向けて
～21世紀最大のフロンティア・アフリカ～

TICADとは
　8月28日から30日の3日間、第7回アフリカ開発会議（TICAD7）が、横浜で開催予定です。TICADとは、Tokyo 
International Conference on African Developmentの略で、四半世紀以上前の1993年、冷戦終結後、
国際社会のアフリカへの関心が薄れるなか、アフリカに再度国際社会の関心を向けるべく日本が主導して始め
たアフリカの開発をテーマとする国際会議です。国連や国連開発計画（UNDP）、世界銀行、アフリカ連合委員会

（AUC）と共催し、アフリカ諸国に加え、国際機関、ドナー諸国、民間企業、市民社会も参加する包摂的かつオー
プンなフォーラムです。日本がTICADを立ち上げて以来、アフリカに対する世界的な関心の高まりを受け、欧米
先進国や中国などさまざまな国が対アフリカフォーラムを始めましたが、これだけ多様なアクターが集まる、開
かれた場はここしかないと自負しています。
　この長い歴史の中でアフリカを語る国際的な場として定着しているこのTICADは、2000年代半ばからのア
フリカの順調な経済成長を受け、ODA等による支援だけでなく、投資を通じた経済社会開発にも議論の重点を
置いています。
　2013年のTICAD Vまでは5年に1度、日本で首脳会合を開催していましたが、アフリカのオーナーシップ（自
助努力）の高まりを受け、2016年のTICAD VI（ケニア・ナイロビ）からは3年に1度、日本とアフリカで交互に開
催することになりました。TICAD VIにはアフリカ53ヵ国、開発パートナー諸国、アジア諸国、国際機関、地域機関
の代表、民間セクター、NGO等市民社会の代表等、約11,000名以上が参加しました。日本からも安倍総理の同
行ミッションとして77団体の企業等の代表が参加し、アフリカ現地の状況を実際に見て、アフリカ側の要人と意
見交換しました。

TICAD7
　2000年から2016年のアフリカの平均経済成長率は約5％（出典：IMF）を達成しました。さらに、石油・ガス・レ
アメタル等の豊富な資源、現在の人口の半分が19歳以下という若いアフリカに期待できる人口ボーナス（出典：
国連人口推計2017年）、「アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）設立協定の発効」といった、アフリカ経済の将来性
に注目が集まっています。他方、アフリカでは開発格差も問題になっています。開発に成功しつつある国が注目さ
れる一方、平和と安定を脅かす紛争、政治的混乱、テロ、過激主義、深刻な貧困など多くの課題が未解決の国も少
なくありません。アフリカの現状を踏まえ、今月のTICAD7では、「21世紀最大のフロンティア」であり「共に成長す
るパートナー」であるアフリカの開発をいかにして力強く後押ししていくか話し合うことになっています。

TICAD7 テーマと3つの柱
　TICAD7では1つの全体的なテーマの下、3つの柱を中心に参加者で議論が進められます。
　テーマ：Advancing Africa's Development through People, Technology, and Innovation （「アフリ

アフリカ開発会議（TICAD7）を
開催するにあたって
外務省 アフリカ部　アフリカ第一課長 兼 TICAD事務局次長 荒木 要氏
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カに躍進を！ひと、技術、イノベーションで。」）。アフリカ開発における技術・イノベーションが果たしうる役割が注
目されています。農村地帯では固定電話より先に導入コストの低い携帯電話網が普及するなど、一足飛びに新
技術が導入される「蛙跳び（leap frog）」といった状況が生まれており、新しいビジネスモデルが生まれていま
す。一方、「人」に注目することも引き続き重要であり、官民連携による人材育成等を通じた日本らしい支援に取
り組んでいきたいと考えています。

柱1：民間セクター育成やイノベーションを通じた経済構造転換の加速とビジネス環境整備
　TICADの重点が支援からビジネスを通じた経済
社会開発に移るなか、AfCFTAが発効し、アフリカ
市場の拡大および貿易促進に期待が広がっていま
す。その機会を最大に活かし、経済の多角化および
産業化を実現するためには、ひと、技術、そしてイノ
ベーションが重要な役割を担います。
　アフリカからの日本のビジネスへの関心も高まる
なか、日・アフリカ間の官民対話、特にビジネス対話
を会議の中心に位置づけ、職業訓練を通じた人材
育成、質の高いインフラ支援、エネルギー問題への
取り組み、連結性強化、農業の付加価値の向上、ブ
ルーエコノミーの推進等の支援によって経済の多
角化と産業化を後押しし、民間セクターの育成とイノベーションを通じた経済構造転換とビジネス環境・制度の
改善を促進します。

柱2：人間の安全保障のための強靱かつ持続可能な社会の深化
　2016年5月、日本政府はアフリカの公衆衛生危
機への対応能力強化へ向けて、感染症対策の専門
家を2万人育成することや基本的保健サービスに
アクセスできる人数をアフリカにおいて200万人
増加することを約束しました。「すべての人が、適切
な健康増進、予防、治療、機能回復に関するサービ
スを、支払い可能な費用で受けられる」ことを意味
するUHC（ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ）に関
しても、すでに日本政府はケニアにおいて、地方政
府やそれを支える中央官庁のマネジメント強化を
始め、貧困世帯の健康保険への無料加入および無
償産科サービスの実施に向け支援をしています。

また、SDGs/AU Agenda2063の達成目標である、気候変動による自然災害への対応、持続可能で環境にやさ
しい都市開発の促進支援、そして日本が地震や台風など過去の自然災害の経験を通してまとめた「仙台防災枠
組2015-2030」をベースにした防災についても議論されます。このほか、教育、女性や若者のエンパワーメント
等、幅広い議論を行っていきたいと考えています。

柱3：平和構築・制度構築支援、治安向上に向けた支援、平和人材の育成等アフリカ自身による前向きな動き
を後押しすることによる、アフリカの平和と安定の推進

　アフリカでは、エチオピアで政権交代により新たに就任したアビィ首相が20年ぶりにエリトリアとの外交関係
を回復するなど、アフリカの平和と安定に向けた前向きな動きがみられます。こうした動きは、国際社会が外か

写真提供：外務省

写真提供：飯塚明夫/JICA
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ら押し付けるのではなく、アフリカ自身が主導して
いるものです。日本は、アフリカの平和と安定はアフ
リカ自身が主導するものでなければ実効的ではな
いと考えており、この考えに即して国際社会の議論
をリードしています。
　アフリカの自己監視メカニズムとしてAU加盟国
が自発的に承認、相互に合意したAfrican Peer 
Review Mechanism（APRM）や、法の支配、グッ
ドガバナンス、および国境管理を確実にするため
に、中央および地方自治体、警察および司法機関の
制度と能力構築強化の後押し、また、AUのアフリカ
各国政府によるグッドガバナンスの推進、平和構築
の支援、国連の枠組みの中での国連PKO支援部隊早期展開プロジェクト（RDEC：The UN Project for Rapid 
Deployment of Enabling Capabilities）等によるアフリカ平和維持活動貢献国への支援も話し合われます。
　アフリカが日本にとって「共に成長するパートナー」であるという認識は広く共有されつつあります。「21世
紀最大のフロンティア」であるアフリカとのビジネスをさらに促進し、対アフリカ民間投資によりアフリカの持続
的発展に貢献するとともに、アフリカの成長を日本に取り込んでいく必要があると考えています。そこで今回の
TICAD7は従来よりもビジネスに焦点をあてる予定です。
　日本の民間企業のアフリカ進出促進は、アフリカ側からも強く要望されていますが、アフリカでは必ずしも十
分なビジネス環境が整っているわけではありません。そこでTICAD7に向けて2018年3月に「TICAD7官民円卓
会議」を立ち上げ、TICAD VI以降のビジネス環境の変化や国際社会の取り組みの進捗状況を踏まえ、アフリカ
への日本企業の進出を促進するための方策について1年をかけて議論を重ね、2019年3月に「民間からの提
言書」を採択しました。
　この提言を受け、2019年6月、日・アフリカ間の貿易・投資およびビジネス関係促進を目的に、アフリカで事業
展開している日本企業、国内関係省庁、政府関係機関による常設の会議体として「アフリカビジネス協議会」が
立ち上げられました。この協議会を通じて官民連携を具体化し、目に見える成果をあげられるよう努力します。
　また、TICAD7にあわせて、JETROによる「日本・アフリカビジネスフォーラム＆EXPO」やJICA、JETRO、UNDP
が主催し、外務省が共催する日本とアフリカのスタートアップ企業を紹介する「アフリカ・日本 スタートアップ・
ピッチ：イノベーション推進＆パートナー発掘」などが予定されていますので、多くのビジネス関係者に参加いた
だきたいと思います。

TICAD7公式サイドイベント
　TICADは、多様なステークホルダーが参加し、アフリカ開発に関する知見を共有するための政策フォーラムで
す。TICAD公式サイドイベントはTICAD参加者に加え、一般の方に公開され、アフリカ開発に関する理解を深め
るとともに意見交換の場を提供するものです。国際機関、大学、研究機関、NGO（市民社会）等が、保健、教育、ビ
ジネス、IT等幅広い分野でセミナー、シンポジウム、ブース・パネル展示を実施する予定です。多くの方がTICAD
公式サイドイベントに参加されることを期待しています。

最後に
　今年は3月の国際女性会議（WAW！）、６月のG20大阪サミット、そして８月のTICAD7と、立て続けに日本が
大きな国際会議をホストする重要な年です。WAW!やG20の成果をこのTICAD7の文脈で具体化し、アフリカ開
発について国際社会の議論を牽引していくという特別な使命を感じています。TICAD7の中心にビジネスを据
え、成長基盤となるインフラ整備と人材育成を通じ、アフリカの成長を一層後押ししていきたいと思います。読者
の皆さまもぜひ、今年の夏はTICAD7、そしてアフリカに注目していただきたいと思います。

写真提供：久野武志/JICA
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　2019年8月28〜30日に横浜で第7回アフリカ開発会議（TICAD7）が開催される。前回ケニアの首都ナイ
ロビで開催された第6回から3年ぶりとなる今回は、日本とアフリカ間の官民対話の促進など、これまで以上
にビジネス色が強く打ち出される。欧米やアジアなど世界各国がアフリカに目を向けるなか、日本とアフリカ
とのビジネス関係の深化に向けて、活発な議論が期待される。本稿では、アフリカの経済成長や貿易投資動
向、日本企業のアフリカビジネスの実態などについて振り返り、TICAD7に備えたい。

アフリカ経済概況：2016年を底に回復へ
（1）2016年を底に経済成長率は上向きに
　2000年代に入り世界平均を上回る高い経済成長率を記録してきたアフリカ経済だが、国際的な資源価格
の下落や中国経済の減速などの影響を受け、2014年以降は鈍化傾向となった。サブサハラ（サハラ砂漠以
南）・アフリカの経済成長率は、2016年
に世界平均を下回る1.4％まで落ち込ん
だ。2017年から成長率は上向きに転じ、
2018年には3.0％を記録。2019年は
世界平均を上回る3.5％の成長率が見
込まれている。なお、中東・北アフリカは
2017年に1.8％まで落ち込み、2019年
は1.3％と予測されている。特に成長率が
高い国はルワンダ、エチオピア、ケニアな
どの東アフリカ、コートジボワールなどの
西アフリカに多い。GDPの規模をみれば、
引き続きナイジェリア、南アフリカ共和国

（以下、南ア）、エジプトが大きく、この3ヵ
国でアフリカ大陸の経済規模の約半分を
占め、いずれも域内の経済大国だ。

（2）貿易赤字は拡大傾向、輸出入相手国は中国が首位
　2017年のアフリカの対世界貿易については、2007年に比べ輸出は微減しているものの、輸入は約43％増
加しており、貿易赤字は拡大傾向にある。主要輸出品目である資源の国際価格が下落して輸出額が減少し、経
済成長やインフラ開発にともない工業製品などの輸入額が増加したことが背景と思われる。貿易相手国をみ
ると、輸出は中国が11.9％、輸入は中国が16.9％のシェアを占め、ともに首位に立った。10年前に比べると、
輸出は5.2ポイント、輸入は7.7ポイントと大きく増加し、貿易面で中国の存在感が増していることがわかる。

（3）AfCFTAなど進む地域経済統合、フリーゾーンなどビジネス環境の整備
　アフリカ大陸内には南部アフリカ開発共同体（SADC）、東南部アフリカ市場共同体（COMESA）、東アフリ
カ共同体（EAC）など、地域ごとに主要な地域経済共同体（RECs）があり、RECsごとに対外共通関税などを導

アフリカ経済概況と日系企業動向
日本貿易振興機構（ジェトロ） 海外調査部　主査（アフリカ担当） 小松　 宏之氏

図表1. アフリカ主要国の実質GDP成長率

（注）2017年は一部暫定値、2018〜2019年は予測値
（出所）IMF, World Economic Outlook Database, April 2019

（単位：％）

サブサハラ・アフリカは2016年を底に回復傾向
東アフリカや西アフリカで高い成長率を記録

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

世界 3.4 3.4 3.8 3.6 3.3

中東・北アフリカ 2.5 5.3 1.8 1.4 1.3

サブサハラ・アフリカ 3.2 1.4 2.9 3.0 3.5

ルワンダ 8.9 6.0 6.2 8.6 7.8

エチオピア 10.4 8.0 10.1 7.7 7.7

ケニア 5.7 5.9 4.9 6.0 5.8

タンザニア 6.2 6.9 6.8 6.6 4.0

コートジボワール 8.8 8.0 7.7 7.4 7.8

南アフリカ共和国 1.2 0.4 1.4 0.8 1.2

ナイジェリア 2.7 ▲1.6 0.8 1.9 2.1
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入している。2015年には上記3つのRECs間でFTAが締結されるなど、地域統合の進展の動きがみられる。
2019年5月には、アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）設立協定が発効した。また、各国とも外資企業の誘致
に向けてビジネス環境の改善やフリーゾーン、工業団地の整備などを進めており、アフリカへの企業進出を後
押ししている。たとえば、モロッコはフリーゾーンや投資関連制度の整備を進めており、最近は自動車産業の
進出が目立ち、グループPSA（フランス）や各国の外資自動車部品メーカーが相次いで工場を新設している。

（4）主要国で相次いだ大統領選挙
　大統領選挙の実施などにともない、投資家が社会の混乱を嫌いビジネス活動が鈍化するケース、逆に親ビ
ジネス的な政権が発足して企業に好感を持って迎えられるケースなど、ビジネスを進めるうえでも政治動向
には留意が必要だ。2018〜2019年前半にかけて、エジプト、南ア、ナイジェリアなど主要国で大統領選挙が
相次いだ。いずれも大きな混乱はなく終了したものの、ナイジェリアではこれから組閣されるところであり、引
き続き新政権の経済政策などには留意したい。

対アフリカ投資動向：2018年は3年ぶりに増加
　国連貿易開発会議によると、2018年の世界の対アフリカ直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）は前
年比10.9％増の459億ドルとなり、3年ぶりに増加した。非資源分野の投資増に加え、資源、化学品の投資が
回復したことが背景だ。国別の投資先ではエジプトが最大となり、前年比8.2％減だったものの68億ドルを
記録した。2位は南アで前年の約2.7倍の53億ドル。3位はモロッコで36億ドル、4位はエチオピアの33億ドル
と続いた。2017年の直接投資（残高）を国別にみると、フランスが640億ドルで1位、オランダ（630億ドル）、
米国（500億ドル）、英国（460億ドル）、中国（430億ドル）と続いた。日本の財務省統計によると、2018年の
日本の対アフリカ直接投資（残高）は9,673億円だった。

日系企業動向：拠点数は約800に、関心は多様化
（1）拠点数は南アが最多、モロッコが2位に
　外務省の「海外在留邦人数調査統計」によると、日系企業のアフリカにおける拠点数は、2017年で795ヵ
所となった。前年比7.7％増と日系企業の進出は加速しており、2008年の457ヵ所に比べれば74.0％増と大
幅に増加している。上述のアフリカの経済成長に合わせ、日本企業の関心とビジネスも年々拡大傾向にある
といえるだろう。その中でも圧倒的に多いのが南アで、拠点数は282に上る。次いでモロッコが58、ケニアが
54、エジプトが50、ガーナが44と続き、東西南北の各エリアで、経済規模が大きい主要国に日系企業が多く
拠点を構えている。

（2）アフリカ進出日系企業へのアンケート結果より
　ジェトロでは2018年9〜10月にかけて、アフリカ24ヵ国の約400社を対象に「アフリカ進出日系企業実態
調査」を実施した。対象企業のうち40社以上は過去3年以内にアフリカに進出しており、本調査からも最近の
日系企業のアフリカ進出が加速していることがわかる。ただ、非製造業の進出が73.9％を占めており、製造業
としての進出はまだ多くないことがうかがえる。
　アフリカの投資環境面での魅力については、75.4％の企業が「市場規模と成長性」と回答しており、アフリ
カの経済規模や人口の拡大をビジネスチャンスと捉えているようだ。その中でも、人口大国であるナイジェリ
アとエジプトは9割以上の回答者が魅力と回答した。
　アフリカに拠点を構える理由については、「天然資源」や「日本のODA」との回答が減少し、「市場の将来
性」や「市場規模」を理由とする回答が増加した。ここでも、アフリカを有望な市場と捉える見方が反映され
た。
　今後の事業展開については、57.3％が「拡大」と答え、「現状維持」と合わせると9割以上の企業が継続して
アフリカビジネスに取り組む意向を示した。
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　今後の有望分野について聞くと、半数以上の企業が「インフラ」、「サービス業」と答え、高い関心が示され
た。また、約4割の企業が「消費市場」、「新産業」と答え、新たな分野にも関心が多様化しているといえよう。新
産業では、IoT、フィンテック、電子商取引（EC）などへの関心が高かった。

今後の展望：スタートアップなどの新潮流と裾野の拡大へ
　上記のアンケート結果からもわかるように、近年では日系企業もアフリカで多角的なビジネス展開に取り
組んでいる。引き続き資源、インフラ、自動車なども重要なビジネスであるが、アフリカの人口増加や所得向上
にともない、ビジネス分野は多様化している。たとえば、アフリカで成長著しい情報通信産業に着目し、スマホ
アプリを開発して地場企業向けに提供するような企業も増えつつある。また大企業のみならず、中小企業や
地方の企業が独自の製品やサービスを持ってアフリカビジネスに取り組む事例も生まれている。アフリカビジ
ネスに関わるプレイヤーの裾野が拡大しつつあるといえるだろう。
　ジェトロとしてもアフリカの新たな潮流に対応すべく、2019年4月に「アフリカ・スタートアップ連携促進デ
スク」を設立し、新たなパートナー候補として注目されるアフリカのスタートアップとの連携を支援している。
また、TICAD7ではサイドイベントとして、「ビジネスEXPO」、「ビジネスフォーラム」、「スタートアップによる
ピッチイベント」を実施する。アフリカの活力を日本企業の新たなビジネスチャンスにつなげたい。

図表2. 日系企業の主な進出先（795拠点）

（出所）外務省

サントメ
プリンシペ
サントメ
プリンシペ

マラウイマラウイ

モーリシャスモーリシャス

セイシェルセイシェル

エジプトエジプト
リビアリビア

マリマリ

モロッコモロッコ
チュニジアチュニジア

セネガルセネガル
ガンビアガンビア

ギニアビサウギニアビサウ

カボベルテカボベルテ

ギニアギニア
シエラレオネシエラレオネ

リベリアリベリア
コート
ジボワール
コート
ジボワール

西サハラ西サハラ

アルジェリアアルジェリア

スーダンスーダンチャドチャド
ニジェールニジェール

ナイジェリアナイジェリア エチオピアエチオピア

コンゴ民主
共和国
コンゴ民主
共和国

モザンビークモザンビーク

ジンバブエジンバブエ

エスワティニエスワティニ

レソトレソト

ボツワナボツワナ
ナミビアナミビア

アンゴラアンゴラ

ウガンダウガンダ
ケニアケニア

ルワンダルワンダ
コンゴ共和国コンゴ共和国

赤道ギニア赤道ギニア

ブルキナファソブルキナファソ

ガーナガーナ
ベナンベナン

トーゴトーゴ

ガボンガボン

カメルーンカメルーン

ブルンジブルンジ

ザンビアザンビア

南アフリカ共和国南アフリカ共和国

中央アフリカ中央アフリカ 南スーダン共和国南スーダン共和国

タンザニアタンザニア

Ghana / ガーナ
Nigeria / ナイジェリア
Senegal / セネガル
Cote d'Ivoire / コートジボワール
Guinea / ギニア
Togo / トーゴ
Liberia / リベリア
Burkina Faso / ブルキナファソ
Sierra Leone / シエラレオネ
Niger / ニジェール
Benin / ベナン
Mali / マリ
Mauritania / モーリタニア

44
40
15
12
6
6
4
2
1
1
1
1
1

Kenya / ケニア
Tanzania / タンザニア
Uganda / ウガンダ
Rwanda / ルワンダ
Ethiopia / エチオピア
Madagascar / マダガスカル
Mauritius / モーリシャス
South Sudan / 南スーダン
Djibouti / ジブチ

54
22
22
15
12
8
5
3
2

Morocco / モロッコ
Egypt / エジプト
Tunisia / チュニジア
Algeria / アルジェリア
Sudan / スーダン
Libya / リビア

58
50
19
17
3
1

Cameroon / カメルーン
Democratic Republic of the Congo/
コンゴ民主共和国
Republic of Congo / コンゴ共和国
Equatorial Guinea / 赤道ギニア

7

4

1
1

South Africa / 南アフリカ共和国
Mozambique / モザンビーク
Zambia / ザンビア
Angola / アンゴラ
Namibia / ナミビア
Malawi / マラウイ
Botswana / ボツワナ
Eswatini / エスワティニ
Zimbabwe　/ ジンバブエ

282
29
14
7
7
6
5
4
2

West Africa / 西アフリカ

Southern Africa / 南部アフリカ East Africa / 東アフリカ

North Africa / 北アフリカ

Central Africa / 中部アフリカ
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ヤマハ発動機
　当社は日本楽器製造（株）（現ヤマハ株式会社）の二輪車部門を分離し、1955年7月に設立。現在では、二
輪車をはじめ、ボート・船外機等のマリン製品、四輪バギーや発電機、さらに産業用ロボット、電動アシスト自
転車、自動車用エンジンなど多岐にわたる事業を展開しています。

海外市場開拓事業部
　1960年代、アフリカを中心とした新興国・
途上国において二輪車のビジネスを開始。
1970年には船外機やFRP漁船※の導入も開
始。以降、ODA等を通じてビジネスが拡大。
1970年代後半には、漁法や漁獲物の保存法
に関する刊行物の発行も始めました。当社の
ビジネス面だけでなく、現地の漁業近代化に
も貢献できたと実感。1977年1月、事業を通
じ、これらの国々の発展と福祉の向上に継続
的に資することを目的として「海外プロジェク
ト室」を発足させ、活動を拡大。1991年10
月、事業部門として「海外市場開拓事業部」が

設立され、今に至っています。現在、アフリカ、中東、南アジア、南太平洋、中米、カリブなど、140を超える新興
国・途上国を担当し、二輪車、四輪バギー、船外機、ボート、水上バイク、発電機、汎用エンジン、ウォーターポ
ンプ、緩速ろ過浄水設備といった製品をお客さまに提供しています。

一括りにできないアフリカ
　54の国（政府承認ベース）を有するア
フリカ。欧州に近く、石油を背景に経済
が比較的発達しているものの、中東和
平問題や民主化運動、過激主義の台頭
といった問題も抱える北アフリカ地域。
豊富な天然資源と12億の人口を背景に
大きなポテンシャルはあるものの、資源
価格の下落や貧富の格差、治安・衛生と
いった問題も抱えるサブサハラ・アフリ
カ地域。大きな括りではこうかもしれま
せんが、国によって言葉も経済も社会も
文化も慣習も異なります。もちろん、当社

ヤマハ発動機のアフリカ事業
ヤマハ発動機株式会社 海外市場開拓事業部 アフリカ開拓部　部長 八木 稔朗氏

ケニアのバイクタクシー

船外機は大事な相棒、漁が済むたびに持ち帰る漁師
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製品に関わる環境やお客さまの趣味嗜好も同様で、とても一括りにできるものではありません。
　先進国と異なり統計・調査データも少ないですし、だからこそ数字だけで判断するのではなく、実際に現地
へ赴き、状況を確認し、お客さまの声に耳を傾けることを大事にしています。
　日本から出張で現地訪問するには頻度に限界があります。ケニアとモロッコに駐在事務所も配置し、情報
収集や現地特約店（Distributor）のサポートを行っています。
　たとえばケニアとブルキナファソ。GDPも二輪車の輸入量もケニアの方が大きいのですが、実際に行って
みるとブルキナファソの方が多く走っていて、生活に根付いているように感じられます。個人所有で割と高額
なモデルが中心のブルキナファソ。業務用（バイクタクシーなど）で安価なモデルが中心のケニア。使われ方
も価格帯も全く異なります。

アフリカのネットワーク
　当社はアフリカ52ヵ国に現地特約店（Distributor）ネットワークを展開し、現地のお客さまに応じた製品
を提供しています。ネットワークの構築では「3S（Sales, After Service, Spare parts）」の充実を重要視。
日本では当たり前のこれらの機能が、アフリカでは揃っていないことがままあります。特約店傘下には3Sを
備えたディーラーもいれば、本体販売だけ、路上や漁港などで修理だけ、部品販売だけといった単一機能店
も普通に存在しているわけです。
　当社では、販売面だけでなく、現地メカニックの教育・育成（「Yamaha Technical Academy」）や、純正
部品使用の啓発、廃オイルの処理方法の指導などにも取り組んでいます。これらの活動は地域社会の雇用
機会を生み出し、安定した収入にも貢献しています。

製品利用における安全啓発
　当社製品を安心して長く使っていただくことを目的に、現地特約店とともにお客さま向けの活動にも
取り組んでいます。ライディングや使い方の講習、メンテナンスの啓発を目的とした「Yamaha Riding 
Academy」、無料点検サービスや純正部品・オイル利用の啓発を目的とした「Go Beyond Caravan」と
いった活動も行っています。
　外貨収入を水産物や鉄鉱石の輸出に
頼るモーリタニア。特にタコ漁が盛んで、
日本は1/3を同国から輸入しています。
当社と同国の関わりも古く、1970年代
後半からFRP漁船や船外機を導入。今で
は漁業関係者の生活を支える大事な相
棒になっていると自負しています。数ヵ月
おきに、現地特約店とともに漁港のそば
で「Go Beyond Caravan」を実施。無
料点検や啓発活動を行うだけでなく、お
客さまから直接声を聞くことができる大
事な機会となっています。

現地に根付く活動
　FRPボートの現地生産を促進。当社のFRP造船技術を現地法人との契約に基づき技術移転した「技術援
助工場」を立ち上げ、現在アフリカでは、ケニア、モザンビーク、モーリタニアで稼働し、セネガルでも本格稼
働の準備を進めています。ナイジェリアでは合弁会社を設立し、二輪車の販売だけでなく、組立にも取り組ん
でいます。これらの活動は現地に技術が根付くだけでなく、産業振興や雇用機会の創出、収入の安定化にも
貢献していると考えています。

「Go Beyond Caravan」活動の様子
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安心で、きれいな水をアフリカの人々へ
　蛇口をひねれば、いつでもきれいな水
にアクセスできる日本。一方アフリカで
は安全な飲み水にアクセスできない場
所が多くあり、UNICEF調査ではサブサ
ハラ・アフリカ地域の子どもたちの40％
超が不衛生な水を飲み、5人に1人が15
歳になる前に亡くなっているという結果
が出ています。当社はろ過膜を使わな
い、砂や砂利、水中の微生物などによる
水浄化の仕組みを応用した「緩速ろ過
式」の浄水システムを開発。この方式は
維持コストが安価で、メンテナンスも容
易なため、利用者による管理を可能にしています。東南アジアでの実証実験・販売を経て、2012年以降、アフ
リカへの導入に取り組んでいます。現在、セネガル、モーリタニア、ベナン、コートジボワール、コンゴ民主共
和国、アンゴラ、カメルーン、ザンビアで稼働しており、コンゴ共和国やマダガスカルへの導入も予定されて
います。

今後の展望
　個人の移動ツールとして、物流ツールとして、個人の趣味アイテムとして・・・、二輪車が利用されるシーン
はさまざま。人口増が続くアフリカにおいて、二輪車は他地域の新興国と比べてまだ保有率が低く、国によっ
てスピード感は異なるものの、今後も需要が拡大するものと見込んでいます。
　船外機やFRPボートといったマリン製品はすでに主要なビジネスとなっていますが、漁業はまだ近代化す
る余地がありますし、水上交通やプレジャー用途が拡大する可能性もあります。
　今後のアフリカのビジネス拡大には期待を寄せており、基本の3S徹底を進めるとともに、ASEANで普及
が進むスマホを活用した物流システムへの取り組みなど、既存のビジネスに留まらず、新しい分野のビジネ
スにも取り組んでいきたいと考えています。

セネガルの「緩速ろ過式」浄水システム

※繊維強化プラスチック（Fiber Reinforced Plastics）製の漁船。木造船のFRP化は、森林伐採の削減、CO2排出削減、燃費改善、ランニングコスト低減
に貢献するとともに、木造船に起因する事故の軽減により航行や操業の安全性を向上させます。
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　2017年1月突然アフリカ赴任の打診があった。米国から帰国後、ようやく日本の生活にも慣れたところ
で、耳を疑った。不安と期待を抱き、アフリカの大地に降り立ってから早や2年が経過した。社会人、銀行員と
して、この大地で働く価値、意義を強く感じ、在アフリカ日系企業、アフリカ企業、日本・アフリカ政府の皆さま
には、感謝の念しかない。
　本稿では、アフリカ投資に関する捉え方、およびみずほ銀行の金融サービスに関しご案内させていただく。

インド洋経済圏の勃興 ～Why Africa?～ 
　産業革命以来、世界経済の成長地域・国は、 欧州→米国 →日本→アジア→中国→インドへと変遷をた
どってきた。2020年IMFの地域別GDP成長予測＊1では、サブサハラ地域＊2は3.7％との予測であり、アジア
地域（除く日本）6.3％に次ぎ、地域別成長率で世界第2位の位置づけである。
　第3位は北アフリカ・中東3.2％、第4位は欧州新興国2.8％となっており、産業革命以来、世界経済の成長
地域が欧州から西回りに進み、今後、アフリカ・インド・中東地域を包含したインド洋経済圏の勃興を見込ん
でいる。
　この仮説が実現された場合、過去、日本企業は果敢に、世界市場で強固な事業基盤を築いてきたなか、成
長が見込まれるアフリカ市場のみ参入しない理由は見当たらないのではと考えている。

アフリカの近代経済史 ～Hopeless 、Africa Rising、これからは？～

～ Hopeless Africa ～
　南アフリカでの生活を通し、AfricanとAfrikaner＊3の関係や歴史認識を深めている。人種の違いや特徴、
互いに抱く感情など、双方の特性を理解し、AfricanとAfrikanerとAsianで仲良く業務にあたっている。アフ

なぜ、アフリカなのか
～Why Africa ? Because Yes we “Afri-Can”!
みずほ銀行 ロンドン支店ヨハネスブルグ出張所　所長 及川 亮平

（出所）各種資料より、みずほ銀行ヨハネスブルグ出張所作成

図表1. アフリカ近代経済史

『植民地支配→ 独立 → 援助→ 資源利権 → 紛争 → 資源価格高騰×中国からの投資 → 資源バブル終焉』これからは、、、

・1492年： コロンブスのアメリカ大陸発見を起源とし、地球規模の奴隷市場と奴隷貿易が出現
・1880年～1912年： 欧州帝国主義によるアフリカ植民地化が進展
・1955年： 反植民地主義を唱えた「バンドン会議」を踏まえ、1960年代から独立化が進展
・1980年代： ①輸入代替工業化により未発達産業を競争力のある先進国から保護（高関税）するが失敗
 ②その後、国際機関（世銀・IMF等）が援助の条件として、貿易の自由化、政府の役割の縮小、
 　ガバナンス整備を要請（構造調整政策）し、輸出志向型工業化を目指したが失敗
・1990年代： 民族・宗教・資源利権争い、貧困と疫病と紛争、等
・2000年～2016年： 資源価格の高騰×中国からの投資×インフラ投資・ODA等、他力による経済発展
・2017年～： アフリカ経済の真価が問われる時代へ。アフリカ各国も事業会社・投資家も戦略の巧拙が、問われる時代へ

2000年以前 2000年～2016年 2017年～これから
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リカ事業展開には、歴史や人種を理解する
ことも事業展開の成功要因の1つと考えて
いる。
　1880年以降アフリカ植民地化が進展す
るなか、1884年に欧州各国の利害調整を
行うために、ベルリン会議が開催され植民
地化原則が合意された。以後、欧州各国間
での陣取り合戦は収束するも、アフリカ人に
よる植民地支配への抵抗運動は続いたが、
1900年初頭には消滅した。この頃から、欧
州帝国主義のグローバル展開を支える天然
資源の供給基地および市場としての、アフ
リカの位置づけが形成されていった。故に、
産業革命以降の工業化の流れに乗るどころ
か、宗主国の経済的な利得に沿った垂直分
業が進み、モノカルチャー経済＊4が加速する
こととなった。
　1955年反帝国・植民地主義を唱えたバ
ンドン会議を踏まえ、1960年代から独立化
が進展。その後、1980年代に入り、国際機関の支援を得ながら、保護・開放政策の両面から工業化を目指す
も失敗に終わる。失敗の要因は、脆弱な国家機能（国内紛争による不安定な政治・社会体制）および産業基盤

（ヒト・モノ・カネ・モノカルチャー経済）に加え、1970年以降のアジアを中心とする新興工業化経済（NIEs：
Newly Industrialized Economies）の勃興や、1985年のプラザ合意を契機とした、日本からアジアへの
製造バリューチェーンの垂直・水平分業展開を経て、アジアが世界の製造工場へと躍進した時期に重なり、
それも遠因と考えている。
　1980年代は、世界的に新興国の成長が始まった時期であるが、アフリカでは失われた10年といわれ、よ
うやく独立を果たしたにもかかわらず、1990年代に入っても民族・宗教対立や資源利権争いや貧困による
疫病など、脆弱な国家機能および産業基盤の改善は果たせず、1980年から2000年のアフリカ域内総生産
はほとんど成長していない。なお、2019年8月下旬に開催されるTICAD7は、1993年から日本が国連など
国際機関との連携により開催してきており、当時、アフリカの危機的な状況を広く世界へ知らしめ、世界から
の支援を喚起してきている（2000年から中国も、中国・アフリカ協力フォーラム/Forum on China-Africa 
Coopration, FOCACを開催）。

～Africa Risingを経て、これからは？～
　2000年を境にアフリカ経済は大きな転換期を迎えた。赴任後、アフリカ経済を調査分析するなか、国内総
生産・直接投資流入・全商品価格指数の連関性に着目した。経済発展を促したのは、中国などからの投資＊5

および資源価格の高騰、それを踏まえた内需産業の拡大であり、外的要因によるものと整理できる。19世紀
の欧州帝国主義を彷彿させるがごとく、中国経済を支える天然資源の供給基地および中国の消費財市場と
してのアフリカの位置づけが形成されつつある。
　これからのアフリカ・サブサハラ46ヵ国経済の成長の行方は、3つの方向性で整理できると考えている。 
①比較的に国家機能および産業基盤が整っており、先進国からの投資が期待できる国＝10ヵ国程度。②カ
ントリー格付けがBB以下の投機的債券国（投資不適格）で、政治や地政学上の意義、天然資源や内需を狙
う、特定国からの投資に頼る国＝12ヵ国程度。③引き続き、国家機能や産業基盤が脆弱であり、国際機関な
ど世界からの支援が必要な国＝24ヵ国程度。

（出所）各種資料より、みずほ銀行ヨハネスブルグ出張所作成

図表2. 1912年のアフリカ
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特 集TICAD7に向けて ～21世紀最大のフロンティア・アフリカ～

　アフリカの国および企業リスクを踏まえた、日本企業の投資対象国としては、まずは①の上位10ヵ国を対
象国とし、入念な市場調査を踏まえた参入戦略の策定が重要になる。

アフリカ経済成長の背景と期待領域 ～Why Africa?～ 
　今も昔も、アフリカ経済成長の源泉は、豊富な天然資源（鉱物・石油・天然ガス・耕作地/農業）であること
に変わりない。それに加え、比較的国家機能および産業基盤が整っている国のなかには、国家の成長戦略と
して単なる資源輸出ではなく、一時加工など国内での付加価値付与への優遇措置が始まっている。この政策
は資源国としてあるべき姿だが、前述の通り、過去の歴史上果たせなかった政策でもあり、高いインフラ・労
働コストなど課題は多いが、今後の展開に注目している。また、新興国とともに付加価値を追及した技術移
転および人材育成による産業バリューチェーンの構築は、多くの日本企業が過去アジア地域において実践し
てきており、アフリカ現地パートナーとの共存共栄による事業展開の増加を予測している。
　豊富な天然資源に加え、肥沃な消費市場の拡大もビジネスチャンスとして捉えることができる。中間層の
増大やインフォーマルセクターでの携帯電話・スマートフォンを介在したデジタル決済の普及により、大都
市を中心に、銀行口座を保有できない層の消費市場へのアクセスか急速に進み、モダン・トラディショナルト
レード＊6に加え、電子商取引市場も拡大している。2018年と2019年のアフリカ資源国と非資源国の経済
成長比較では、資源依存度の高い南アフリカ・ナイジェリア・アンゴラの3ヵ国平均は1.4％であるが、資源依
存度の低いケニア・タンザニア・エチオピアは、資源価格下落の影響も軽微であり、3ヵ国平均で6.2％と、安
定成長を果たしている。天然資源価格動向の影響を受けることのない消費市場の出現を示唆するものであ
り、消費市場に依拠した事業展開も大きなビジネスチャンスの可能性を秘めている。
　「アフリカ」×「デジタル・テック/スタートアップ企業」による、リープフロッグ現象＊7の可能性にも触れてお
く。アフリカ市場分析を踏まえた将来性を考えるなか、産業革命以降、日本や欧米先進国がたどってきたぺ
ティ・クラークの法則＊8がアフリカでも展開されるのか否か、一部識者の間では話題になっている。
　前述のインフォーマルセクターにおいて、新たな決済システム/「デジタル」を土台とした、既存の技術/

「テック」との融合により、サービス提供者の資金回収が可能となった。従来の金融システムを介在しない資
金回収モデルの確立は、アフリカ消費市場に革命をもたらす可能性を秘めている。すでに、スタートアップ企
業による貧困層への売電事業など、デジタル決済システムを基盤としたビジネスモデルが複数立ち上がり、 
電力や水など最低限のインフラ供給が徐々に広がるなか、中間層は勿論、貧困層の消費意欲が高まり、 

（出所）UNCTADホームページ情報より、みずほ銀行ヨハネスブルグ出張所作成

図表3.アフリカ国内総生産・FDI・全商品価格指数の関連性
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特 集TICAD7に向けて ～21世紀最大のフロンティア・アフリカ～

「デジタル」×「テック」融合による新たな消費市場の出現が見込まれる。
　たとえば、ケニアの労働人口の8割以上がインフォーマルセクターに従事しているが、金融システムを介在
しない資金回収モデルは、銀行口座を保有できなかった層における、決済情報による属性データ蓄積、それ
を踏まえた小口金融や保険などさまざまなサービス展開が考えられる。かつ、徴税も技術的には可能と考え
られ、「インフォーマル」が「フォーマル」へ、姿を変える第一歩となる可能性をも秘めている。また、貧困と向
き合ってきたインフォーマルセクターであるが故に、新たなビジネスモデルの立ち上げに際し、既得権益者
の存在は限られると考えられ、新たなビジネスモデルが一気に普及するリープフロッグ現象が起こる可能性
がある。

　ただ、リープフロッグ現象がアフリカで起こることを仮定した場合でも、アフリカの経済や貧困問題が解決
されるとは考えていない。先進国を中心に「デジタル」×「テック」を切り口としたスタートアップ企業の成長
を耳にするが、いまだに、富の分配に立脚したプラットフォーマーやスタートアップ企業の国家や社会への
有益性について検証が続くなか、いま、アフリカが目指すべき経済成長の方向性は、ぺティ・クラークの法則
とリープフロッグ型発展のハイブリットによる新たな成長モデルの探求であり、その誕生を否定することはで
きない。

課題と参入戦略 ～Challenge & Strategy for Africa～
　過去、＜みずほ＞やお客さまのインド戦略策定に携わったことがあるが、アフリカ事業展開はインドよりも
ハードルが高いと感じているが、一方で方策もあると考えている。
　アフリカ事業戦略における外的要因課題は、日本から遠い大陸、情報不足、不安定な政治、未成熟なイン
フラや行政手続き、治安（政情不安/犯罪/暴力/汚職/疫病/生活環境等）、高い人件費、世界最大の大陸に
54ヵ国が分散するなか各国市場規模が小さく戦略上非効率等。内的要因課題は、グローバル人材不足、人
的ネットワーク、世界戦略における優先順位、経営層の理解、社内体制、リスク分析力・管理力・許容力、コン
プライアンス、開拓者精神・市場を失う切迫感の欠如等と他新興国と同様に多くの課題が存在する。
　このような内外要因を踏まえ、考え得る市場参入戦略は良質なパートナー選定が重要であると感じてい
る。日本から遠く離れた大陸であり、先進国比、成長率は高いが市場規模が小さく、市場が各国・都市に分散
しているなか、ネットワークや製造拠点を保有し、長年アフリカで事業を営み、市場を理解し、事業化を果た
しているパートナー選定が、アフリカ事業の成否を左右するといっても過言ではない。

（作成）みずほ銀行ヨハネスブルグ出張所

図表4. 成長の背景と期待されるビジネス領域
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特 集TICAD7に向けて ～21世紀最大のフロンティア・アフリカ～

　パートナーとの協業には、代理店・提携・合弁・出資・買収・第三国連携等があるが、アフリカ企業との協業
の切り口として、日本企業が有する技術やビジネスモデル、地域的な補完関係等のシナジー効果や資金調達
上の優位性等、アフリカ企業との協業に関し詳しくご説明したいところだが、今回は割愛させていただく。
　当行をはじめ多くの日本企業がすでに、アフリカ企業との協業を進めており、この流れは加速していくも
のと予想している。

スタンダードバンク連携により、サブサハラ20ヵ国での金融サービスの提供
が可能 ～Yes We“Afri-Can”!～
　2012年にみずほ銀行はアフリカ戦略の一環
として、南アフリカ最大の金融機関であるスタン
ダードバンク＊9と商業銀行および投資銀行業務
を含む広範な業務協力協定を締結している。本
協定は、アフリカでの日系企業向け金融サービ
スでの協力を狙いとし、主に現地でのビジネス
拡大を目指す日系企業に対し、現地通貨の決済
業務に加え、現地通貨建のローン、トレードファ
イナンス、プロジェクトファイナンス等の幅広い
分野における金融サービスの提供を目的として
締結されたものである。締結以来、アフリカに根
ざした銀行ならではの情報を活かし、お客さま
のニーズに対応している。
　アフリカのような新興市場では、金融商品の提供はもとより、お客さまの市場参入に関する情報提供、アフ
リカ各国・企業リスク情報、パートナー選定等、水先案内役としての機能も重要と考えるなか、みずほ銀行と
スタンダードバンクがそれぞれ有する「金融知識」×「情報・ネットワーク」を最大限活用し、「オープン&コネ
クト」×「熱意と専門性」＊10により、皆さまのお役に立ちたいと考えている。

（作成）みずほ銀行ヨハネスブルグ出張所

図表5. ＜みずほ＞とスタンダードバンクのアフリカ提携戦略 
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特 集TICAD7に向けて ～21世紀最大のフロンティア・アフリカ～

　過去27年間、さまざまな地域や国で銀行業務に従事してきたが、アフリカ攻略が最も難しいと肌で感じ
る。だからこそ、やりがいもあると真に思う。長きにわたり、最後のフロンティアといわれてきた通り、ビジネ
スチャンスも大いにある。戦後、日本企業は目覚しいグローバル展開を果たしてきた。最後のフロンティア、
アフリカのみ参入しない理由は、見当たらないように思われる。
　先日、G20のサイドイベントで、南アフリカのラマポーザ大統領とお会いする機会があった。会議の最後に、

「It's time to say good-by to“losing business chances”in Africa.」とのご発言があった。
　アフリカでお会いできる日を心待ちにしております。

＊1 出典：IMF World Economic Outlook April, 2019
＊2 サブサハラ地域：アフリカ54ヵ国のうちサハラ砂漠より南の46ヵ国
＊3 AfricanとAfrikaner：アフリカの黒人とアフリカの白人（オランダ・フランス・ドイツ系プロ

テスタントなど、宗教的自由を求めてヨーロッパからアフリカに入植し形成された民族集
団）

＊4 モノカルチャー経済：特定の一次産品生産を経済基盤とする経済
＊5 中国投資：2010年から2012年中国対外援助資金のうち51.8％がアフリカへの投資
＊6 モダン・トラディショナルトレード：近代的小売業態（スーパーやドラッグストア）伝統的小売

業態（パパママショップ等小規模零細ストア）
＊7 リープフロッグ現象：既存の社会インフラが整備されていない新興国において、新しいサー

ビス等が、先進国が歩んできた技術進展を飛び越えて一気に広まること
＊8 ぺティ・クラークの法則：経済社会の発展にともない、第一次から第三次産業へ国民所得

比率がシフトしていくという法則
＊9 スタンダードバンク：1862年創業のアフリカ地域最大の金融機関。アフリカ大陸 20ヵ国に

拠点網を展開し、エマージングマーケットにおける豊富な経験と知識を活かし、国内外で
事業を展開するお客さまに幅広い金融サービスを提供

＊10 オープン&コネクト　熱意と専門性：2019年度からのみずほフィナンシャルグループ5ヵ 
   年経営計画の基本戦略

ヨハネスブルグ出張所一同
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アジア インサイト

　2019年7月1日から、上海、広州を含む中国の主要都市は、厳しい自動車排ガス規制「国6b」基準を全国
導入時期よりも4年前倒して適用を開始した。背景には、中国政府が大気汚染対策としての「青空を守る戦
い」を実施し、自動車の排ガスによる環境汚染を防止することにある。こうした規制を導入する都市が増え
ると、自動車の省エネ化を求める圧力は一段と強まる。一方で、自動車メーカー各社の規制対応は省エネ関
連部品の需要を喚起するものであり、この流れは日系を含む外資系自動車部品メーカーにとって追い風と
なりそうだ。

「青空を守る戦い」計画、新排ガス基準の導入
　経済発展のみを追求した結果生じた
中国の大気汚染問題が昨今、世界から
批判を浴びている。中国生態環境省が主
要都市の微小粒子状物質「PM2.5」の原
因を分析した「中国機動車環境管理年報

（2018）」によると、多くの 都 市では 石
炭の燃焼が大気汚染の源であるものの、
一部の大都市では、自動車（二輪車等内
燃機関付き車両を含む）による排ガスが

「PM2.5」発生の主要な原因である。特
に深圳、北京、上海では、自動車による排
ガスが「PM2.5」発生の原因の52.1％、45.0％、29.2％を占めているとされる。
　このような状況下、中国政府は2018年7月、大気汚染対策として「青空を守る戦い」と銘打つ3年計画

（2018〜2020年）を発表し、「窒素酸化物（NOx）など有害物質の排出量を2020年には2015年比15％
以上削減、新エネルギー車（NEV）の販売台数を200万台、バスや特殊車両のNEV比率を80％」とする目標
を掲げた。また、京津冀（北京市・天津市・河北省）、長江デルタ地域などの地域は、自動車排ガス規制の第3
段階「国3」標準以下のディーゼルトラック100万台を2020年までに廃棄することを表明した。
　中国政府は欧州基準を参考にした自動車排ガス規制を2001年から施行し、現在は第5段階目となる「国
5」基準を設けている。「国6」基準は現行基準と比べ排出規制値に対する要求がより厳しくなっており、その
なかでも窒素酸化物（NOx）に対する排出規制値は50%の向上が求められる。また政府は「国6」基準を「国
6a」（「ユーロ6」より厳格）と「国6b」（米国ティア3規制に相当）の2段階に設定し、自動車メーカーに基準を
クリアするまでの猶予期間を与える。そして中国で販売・登録されるすべての軽型自動車（総重量3.5トン以
下の乗用車と商用車）が2020年7月までに「国6a」基準、2023年7月までには「国6b」基準を満たす必要
があると規定した。

自動車業界への影響
　モータリゼーションの進展にともない、中国の自動車保有台数は2018年末2億4,000万台に達し、中国
27都市の自動車保有台数は200万台（東京23区の保有台数に相当）を超えた。一方、珠江デルタ地域や

中国の自動車新排ガス基準の導入と
日系企業の好機
みずほ銀行 法人推進部 国際営業推進室　主任研究員 湯 進

（筆者撮影）

【中国一汽正門（長春市）】
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四川・重慶など大気汚染対策の重点地域計16の省・直轄市は「国6」基準を全国導入時期より4年前倒して
2019年7月1日から適用し始めた。
　現在中国では、「国3」基準以下の車両が全体の30.5％、「国4」が47.5％、「国5」以上は22.0％を占めて
いる。しかし、「国5」基準さえ満たさない自動車の台数が中国自動車市場の大半を占める状況のままで、新
基準を前倒しで適用することは、中国自動車業界に以下の影響をもたらすものと考えられる。
　1つ目の影響は、規制に対応することで自動車メーカーの製造コストが増加することだ。「国6」基準が導入
されると、適用期間が2年間に過ぎない「国5」基準車の生産・販売・登録が全面的に禁止される。自動車メー
カーが新基準をクリアするには、エンジン設計、電子制御システムおよび燃料噴射などの技術を向上させる
必要がある。
　一般に1台あたりの製造コスト増はエンジン車で約3万円、ディーゼル車で約7万円といわれている。だが
中国自動車最大手、上海汽車の新車1台あたりの平均利益は約8万円（2018年）に過ぎない。従って地場自
動車メーカーはその製造コスト増加分を販売価格に転嫁せざるを得ず、価格競争力の低下が懸念される。
　2つ目の影響として、新基準が中古車販売の阻害要因となることだ。2019年7月から、他地域から転入し
た中古車の登録を変更する際には大都市では「国6」基準を、中小都市では「国5」基準以上を満たすことが
求められる。2018年の中国中古車販売台数は1,382万台、そのうち地域をまたがる中古車取引の割合は
2015年の19%から2018年に26%へと上昇した。すなわち当地に限る中古車（国6以下基準）の登録事情
を勘案すれば、廃棄される中古車は年間400万台を超えると見込まれる。
　3つ目の影響は、エンジン車を敬遠する消費者がNEVシフトを促進することだ。すでに登録済みの車両は、
当面新基準の適用を免れるものの、いずれはラッシュ時や特定道路における走行規制の対象となる恐れが
ある。またハイブリッド車（HV）を含む「国5」基準車を「国6」基準にグレードアップさせないという政策の実
施が観測されている。そのとき中古車の残価率は大きく減少するはずだ。さらに中国の産業政策はしばしば
一貫性に欠けるため、今後「国6」基準よりさらに厳しい基準が導入されることも否定できない。こういう状
況にあっては、エンジン車より排気基準対象外のNEVを購入する消費者が増加すると思われる。
　4つ目の影響は、新車市場の販売低迷につながることだ。先述のとおり、「国5」基準さえ満たさない自動
車の台数が中国自動車市場の大半を占める状況下で新基準を適用すると、多くの車種は売れなくなる可能
性が高い。実際、上海、深圳では、自動車新車ディーラーに「在庫清算セール」といったのぼり旗が並んでい
る風景を目にすることがあった。また新基準を適用したクルマの売れ行きを見極める消費者が多いため、新
車購入も控えられており、2019年1〜6月の中国新車販売台数は前年比12％減であったのに対し、NEVは
同50％増となった。

日系企業に好機到来
　中国政府は厳しい基準を設けることで、すべての自動車メーカーにガソリン車の省エネ化を求めるだけで
なく、地場自動車メーカーにはそのブランドの国際競争力向上を求める。日米欧の自動車メーカーは「ユー

（筆者撮影）

【中国で人気が高い日産シルフィ（左）、トヨタカローラ（右）の「国6」基準対応車】
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ロ」基準をベースとする「国6」基準に対応する取り組みを早期に始めたものの、地場自動車メーカーは技
術開発の遅れから「国6」基準に対応する車種が比較的少ない。「国6」標準の乗用車の生産台数は現在、月
30数万台に過ぎず、市場の需要に生産が追いつかない状況にある。
　中国生態環境省が発表した2019年6月時点の「国6b」基準に適応した車種を見ると、基準をクリアした
のは乗用車メーカー99社、合計2,144仕様だった。省エネ車技術で先行する日本車では、東風日産が100
車種でトップとなり、生産車種に占める「国6b」基準に適応した車種の比率も59.9%となっている。トヨタと
ホンダも着実に規制対応を推進している（図表1）。

　一方、「国6b」基準に適応した車種数が生産車種全体の1割に過ぎない地場自動車メーカーにとっては、
構造が複雑で開発コストの高いエンジンや省エネ部品への新規参入に勝算を見いだせないため、外資系
部品メーカーに対する依存度は今後次第に高まることになるだろう。
　独ボッシュは無錫工場の排気ガス後処理システムの生産能力を2.5倍に増強し、米テネコは蘇州工場で
生産する「国6」基準に対応する省エネ部品を2020年に量産する計画である。
　省エネ車分野では日系部品メーカーが依然として強い競争力を見せている。三菱重工業とIHIは中国の
ターボチャージャー市場で高いシェアを維持し、日本ガイシは中国で排ガス浄化用セラミックスの生産を強
化する。またデンソーの燃料噴射装置や日本特殊陶業のセンサ、ケーヒンや三菱電機の排ガス再循環装置

（EGR）など日本企業が省エネ関連の部品、素材を供給しており、日本企業は中国政府が牽引する省エネ
化への潮流に欠かせない存在となっている。日系部品メーカーは今後も中国政府のNEV政策や規制の変
更に留意しつつ、省エネ化を迫られる地場自動車メーカーの要望にマッチした製品を提供していくことが
肝要だ。

（出所）中国生態環境省の発表より、みずほ銀行法人推進部作成

図表1. 乗用車メーカー別の「国6」基準に対応する車種数と割合

外資系 地場系

メーカー 「国6」車種数 「国6」車の割合 メーカー 「国6」車種数 「国6」車の割合

東風日産 100 59.9％ 長安汽車 315 19.5％

華晨BＭＷ 63 43.1％ 吉利汽車 60 17.9％

一汽VW 42 30.6％ 上汽乗用車 22 12.2％

広汽ホンダ 33 26.7％ 奇瑞汽車 27 11.9％

一汽トヨタ 25 26.0％ 北京福田 86 10.4％

広汽トヨタ 28 25.0％ 長城汽車 27 5.7％

東風ホンダ 26 24.8％ 華晨汽車 9 1.9％

北京現代 53 22.6％ 北京汽車 6 1.8％

上汽GM 50 18.9％ 東風柳州 27 1.5％

上汽VW 68 9.7％ JAC汽車 6 1.5％
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経済成長の背景と産業多様化の必要性
　カンボジアは直近20年間で年間平均7.7％の経済成長率を成し遂げ、2015年には低所得国から下位中
所得国に格上げとなり、2018年も年初予測を超える7.5％の成長を達成している。このような高成長を遂
げる背景には、開放経済による外資の積極誘致政策をベースに一般特恵関税制度（Generalized System 
of Preferences:GSP）の利用と安価な労働コストを求めて、軽工業を中心とした多くの外資系企業が投
資を行ってきたことが要因としてあげられる。実際、カンボジアへの直接投資額は年々増加しており、それ
に比例するように特恵関税で輸入関税の免税が適用される縫製品を中心とした軽工業の分野でカンボジ
アからの輸出額が急激に増えている。この傾向は特にEU（欧州連合）と米国向けで顕著で、後発開発途上国

（Least Developed Country:LDC）に適用される特別特恵関税（GSP-LDC）の採用によるEU・米国マー
ケットへの縫製品＊1の輸出がカンボジア経済の成長ドライバーとなってきた。カンボジアと同様にLDCと位
置づけられる周辺国のラオスやミャンマーも同様に特別特恵関税を活用した縫製品の輸出を伸ばしている
が、2017年の全輸出額に占める縫製品（HSコード60〜63）の割合はカンボジアが63.7％に対してラオス
5.1％、ミャンマー17.9％と低く、特恵関税が与えるカンボジア経済へのインパクトは周辺国対比で相対的
に大きい。
　しかし、これは無税という特別待遇を前提にした経済成長であり永続的ではない。実際、国際連合貿易
開発会議（UNCTAD）はラオスとミャンマーがLDCの卒業要件＊2を満たしたと2018年3月に発表してお
り、2021年に再度要件を満たせば2024年に卒業となる見込みである。カンボジアは要件が未充足で前
回レビュー時は対象外となったものの、近年の高成長を勘案するとLDCを卒業する日はそう遠くはないと
考えられ、実際にカンボジア縫製業協会の関係者は輸入優遇措置の継続は2020年代半ばまでとなると予
測している。また、最近ではEU・米国から民主主義の後退や人権問題への対処が不十分だと指摘を受け、
中でもEUは2019年2月に欧州委員会が関税優遇措置の一時停止手続きに本格着手し、今後1年間で最
終判断を下すことまで踏み込んだ。実際に一時停止されれば、最大2年間にわたり、現在の関税ゼロから
12%以上の関税がかかることになる。一時的措置でカンボジア経済への影響は限定的との見方もあるが、
少 なくとも 産
業の多様化や
持続的な経済
発展に向けた
外資誘致や産
業育成の取り
組みの必要性
が 増している
ことは 確か だ
ろう。

産業多様化を目指すカンボジアの
投資誘致への取り組み
みずほ銀行 国際戦略情報部　調査役 土屋 重人

（出所）ASEANStatsより、みずほ銀行国際戦略情報部作成

図表1. カンボジアへの国・地域別直接投資金額と同国の縫製品輸出額の推移
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注目される産業と日系企業および外資企業の参入動向
　カンボジア政府は2030年に上位中所得国となるという長期的ビジョン達成のため、経済の多様化を目指
して2025年までに労働集約型からスキルに基づく産業へと構造転換を図り、「カンボジア産業開発戦略計
画2015-2025」を実行している。本政策では優先セクターとして、機械・電子・電気機器組立や、農業、食品
加工、観光業などを注力分野として設定し、当該産業やあらゆる分野の中小企業を対象に外資誘致を強化
している。
　日系企業のなかにも近年、優先セクターへ投資が行われており、タイとの国境の町ポイペトのSEZ（経済
特区）内にあるレンタル工場で2017年1月より自動車部品のEMS事業を展開していた株式会社スミトロニ
クスは、2019年5月に新たに建設した自社工場の稼働を開始している。タイのマザー工場とカンボジアの
分工場でファクトリーシェアリングを行うタイプラスワンのビジネスモデルは、国境付近の貨物トラックの渋
滞による通関の遅れや電力事情への不安などから近年は投資件数が伸び悩んでいるが、ポイペトの事業環
境および生活環境の改善とタイのさらなる人件費高騰＊3によりタイプラスワンの投資先として再び注目を
浴びる可能性がある。現在、4レーンからなるトラック専用の新国境ゲートが建設中であるほか、新しく造成
されたポイペトPPSEZではタイのアマタナコン工業団地の送配電を担うタイのB.GRIMM社が送配電事業
を行うため、電力の安定性向上が期待されている。また、亀田製菓株式会社は2018年に地場企業と合弁会
社を設立し、2019年より品質の高いカンボジアの米を使用した米菓の本生産を開始した。地場農産品の輸
出加工モデルもまた、カンボジア政府が必要とする産業でありポテンシャルを秘める分野でもある。というの
も、カンボジアでは良質な米のほか、キャッサバ、とうもろこし、天然ゴム、胡椒、カシューナッツ、マンゴーなど
が生産されており、加工によって付加価値を付けた農産品は、輸出用だけでなくイオンなどの国内小売チャ
ネルでの販売も拡大が期待される。すでにプノンペンで2店舗を構えるイオンのほか、近年は香港系、タイ系
などのショッピングセンターが急増しており、モダントレードの急速な普及が消費市場の変化をもたらし、中
間所得層の増加とも相まって今後ますます需要が拡大していくと考えられる。
　ASEAN企業によるカンボジア投資も近年目立つようになってきた。サイアム・シティ・セメントのセメント
工場やベタグロ・グループの飼料工場などタイ企業のカンボジア進出事例は以前より見られたが、その他の
ASEAN諸国からの投資も増えつつある。フィリピンの果物加工大手プロフード・インターナショナルは2018
年にドライマンゴー生産工場を稼働させたうえ、2ヵ所目となる生産工場も建設中と地元紙に報じられてい
る。また、ベトナムのタインタインコン・グループの製糖企業タインタインコン・ビエンホアは2019年3月に
カンボジアの製糖工
場を買収した。このよ
うにASEAN諸国の地
場大手企業がそれぞ
れ自国で成長し、自社
が強みを持つ分野で
ASEAN域内の投資
を進める動きがみら
れ、メコン域内の物流
インフラ改善により
物理的な連結性が強
まっていくに連れてこ
の動きは加速してい
くものと考えられる。 （出所）カンボジア開発評議会より、みずほ銀行国際戦略情報部作成

図表2. カンボジア産業開発戦略計画2015-2025における優先セクター

高付加価値製品、機械組立、機械/電子/電気機器組立、輸送手段および天然資源処理などの
創造的で競争力のある、新市場参入の能力を備えた新しい産業1

あらゆる分野の中小企業、特に医薬品や医療機器の製造、建設資材、輸出用包装機器、家具
製造、産業機器などに携わる中小企業2

3

グローバル市場またはグローバルバリューチェーンにつながる域内バリューチェーンに
サービスを提供する、農業、観光、繊維、工業分野における裾野産業4

ICT、エネルギー、重工業、文化的/歴史的/伝統工芸品、およびグリーンテクノロジーなど、
地域の生産ラインおよび将来的、戦略的に重要な生産ラインにサービスを提供する産業5

輸出および国内市場向けの農産工業品生産

優先セクター
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事業環境面の課題と改善状況
　しかし、外資企業進出の障壁となる事業環境面の課題は多く残っている。産業多様化を進めるうえで企業
誘致のハードルとなっているのは、物流、電力などのインフラ未整備による事業運営上のコストの高さであ
り、これが原因となって安価で豊富な労働力というメリットを打ち消してしまっている。2018年のメコン河
流域諸国の電気料金をみると、カンボジアは周辺国対比で電力コストが高く、業務用では使用量にかかわら
ず1kWhあたり0.16米ドルとなっており、電力を多く継続的に使用する装置産業の誘致を困難にしている。
これに対してカンボジア政府は産業開発政策のなかで優先事項として電力コストの低減に取り組むことを
明記しており、実際に2019年3月にカンボジアで実施された官民セクターフォーラムにおいて2019年より
1kWhあたり2セントの電気代削減を発表した。周辺国対比では依然として高い水準ではあるものの、進出
企業の声を政策に反映してビジネス環境の改善に取り組んでいる。

　また、電力供給の面でも近年は発電所の稼働が相次ぎ、2012年以降は水力と石炭火力を中心に発電量
は急激な増加傾向を示している。過去15年間で発電容量は12.5倍、発電量は年間平均19％で増加を続け
ている。計画停電はいまだに行われているが、発電量不足による停電は2014年に解消されており、現地で
は瞬間停電は減ったとの声も聞かれる。電力の安定化とコストダウンが実現すれば、機械産業などさらに幅
広い業種の企業が進出を検討しやすくなり、安価で豊富な労働力というメリットが改めて際立つようになる
だろう。

行政改革の動向
　前述したインフラ環境だけでなく、通関手続きや法制度の運用面でも課題が多く、日本企業の進出検討
を阻害する要因となってきたが、2019年に入って立て続けに事業コストの引き下げにつながる各種改革が

（出所）EACより、みずほ銀行国際戦略情報部作成

図表4. カンボジアの電源容量および発電量の推移
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項目 料金 カンボジア タイ ベトナム ミャンマー ラオス

業務用

月額基本料金 - 9.76 - - -

1kWhあたり料金 0.16 0.08〜0.16

製造業 0.04〜0.12

0.05〜0.10 0.08流通・
サービス業

0.06〜0.19

一般用
月額基本料金 - 1.19 - - -

1kWhあたり料金 0.12〜0.18 0.10〜0.13 0.07〜0.13 0.02〜0.03 0.04〜0.13

（注）電力使用量や利用時間帯によって単価が変更
（出所）JETROより、みずほ銀行国際戦略情報部作成

図表3. 2018年電気料金のメコン河流域諸国別比較 （単位：米ドル）
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実行に移されており、投資環境整備の潮目が変わりつつある。具体的には、カムコントロールと呼ばれる輸
出入品の品質検査機関の廃止やコンテナの輸出入検査で行われるスキャニング費用の引き下げ、電力コス
トの引き下げ、祝日の7日削減による生産性向上、工場検査ルールの簡素化・明確化、インフォーマルコスト
削減のための全行政サービスへの領収証発行義務など、物流・電力・手続き運用面など多岐にわたる分野
で企業の事業コスト削減につながる改革をフン・セン首相のトップダウンで断行した。カンボジア政府の発
表によれば、この改革によるコスト削減効果は年間4億米ドルに上る。さらに、2019年5月29日に当行・カ
ンボジア開発評議会・JETROが共同で開催した「カンボジア投資セミナー」では、2019年6月末に新たな投
資法および経済特区法の草案を完了し、新投資法では労働者への福利厚生費といった今まで優遇措置が得
られなかった活動にもインセンティブが得られるようになることをフン・セン首相自ら発表した。その他、問
題が起こった際の説明責任や行政手続きの円滑化を保証すると宣言するなど、フン・セン首相の力強いリー
ダーシップと行政改革に向けた覚悟が感じられる内容であった。
　周辺の新興国であるラオスやミャンマーは資源国＊4である一方、輸出の6割を縫製品で占めるカンボジア
では新たな産業の育成や高度化の必要性が高く、近年では投資家の要望に応えた事業環境の改善に注力
している。このような投資環境改善の取り組みに対するカンボジア政府の本気度と実行力、そして将来にわ
たるコミットを示し、日系企業へと正しく認識されるようになれば新たな投資候補地としてさらに脚光を浴
びることになるだろう。

＊1 米国では縫製品・衣料を無税措置の適用対象とするかは米政府の個別判断となっており、いまだ無税措置は適用していないが、2016年7月に旅行
用品（鞄・ハンドバッグ・リュックサック・財布など）を無税輸入の対象とし、これらの米国向け輸出が急増している

＊2 次の3つの基準を2つ充足することが要件。①3年間平均の1人あたり国民総所得（GNI）が1,230米ドル以上（ラオスのみ1,242米ドル）、②人的資
源開発の程度を表すための指標（HAI）が66以上、③外的ショックからの経済的脆弱性を表すための指標（EVI）が32以下

＊3 2019年3月の総選挙で各政党は最低賃金の引き上げを公約。政権を握った軍政派の国民国家の力党の公約では現在308〜330バーツの最低賃
金を400〜425バーツに引き上げるという内容であった

＊4 ラオスは輸出全体のうち鉱物・電力が54.8％（2017年）、ミャンマーは天然ガスが23.6％（2017年）を占める

（2019年8月9日現在）
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